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１．エネルギー問題を検討する時の重要事項

・現在は化石燃料（石炭・天然ガス・石油）への依存度が高い（図１）が、今後中国・イ
ンドなど人口大国の需要が高まり資源争奪となる可能性が高い。またこれら資源は有限であり
供給量の限界があり、価格高騰の危険がある。またCO２発生源であることからの制約がある。
・再生可能エネルギーのうち太陽光・風力・水力はエネルギーコストはゼロだが設備費用が高い
こと、広大な面積が必要になるなど資源開発の制約がある。
・太陽光・風力は夜間や悪天候では発電できない変動電源であり、このバックアップ電源や蓄電
設備が必要。
・原子力は初期投資が高いが燃料コストが安く、発電原価は相対的に安い（図２）。ＣＯ２発生
も少ないが、安全問題・廃棄物処理処分問題や放射線問題がある。
・我が国は資源小国（図３）であると同時に島国であり、他国との比較（図４）は慎重に。
・資源確保のセキュリテイを考えることが必要。現在原子力がほとんど稼働できていない状況で
、化石燃料依存度が拡大（図５）している。これらは主として中東方面からの輸入（図６）が多く、
国際紛争が発生した時に供給が絶たれる懸念がある。
・エネルギー備蓄も考慮する必要がある。石炭、石油はは高々１年程度しか備蓄できない。 天
然ガスは本来備蓄できない。原子力はウラン原料はエネルギー密度が桁違いに高いので備蓄
に適している。
・エネルギー収支比（ＥＰＲ）も重要（図７）である。



図１、世界の一次エネルギー消費量の推移
石炭・石油・天然ガスが８５％



図２、我が国の発電コスト比較２０３０モデル

（原子力：１０、石炭：１４、石油：３５、ＬＮＧ：１４、太陽光：１５、風力：１９～２９）



図３



図４、ヨーロッパは全体でエネル－資源の多様化と
連携ができている



図５、我が国の一次エネルギー供給実績
福島事故以来原子力が停止し化石資燃料９２％、
水力３．４％、再生可能エネルギー他４．６％



図６、我が国の化石燃料は中東依存



図７、エネルギー収支比（ＥＰＲ）は重要な検討項目

（ＥＰＲ＝利用できるエネルギー／利用するのに必要なエネルギー）



２．我が国のエネルギー政策

２０１４年４月 「エネルギー基本計画」 閣議決定
・「安定供給」「経済性」「環境」の視点に加え、「安全性」「国際性」「経済成長」
を複合的に考慮すること。福島事故を真摯に受け止めた上で我が国の進む
べき道の方向性を示した。
・原子力についてはゼロという選択はしない。

２０１５年７月 「長期エネルギー需給見通し」 決定
・「エネルギー基本計画」に基づき、２０３０年に向けての具体的方針を示した。
・経済成長を図りながら、ＣＯ２削減目標を達成し、経済効率を高め、エネルギ
ー国産化を向上させるという理想的な方向性を示した。
・このための具体策としては、高い省エネ目標の設定、再生可能エネルギー
の拡大、原子力のバランスのとれた利用等を挙げている。
・原子力はできるだけ少なくするが、重要なベースロード電源としている。







２０３０年； 原子力、２０～２２％、再生可能エネルギー（除く水力）、１３～１５％



３．電力長期計画の問題点
（１）再生可能エネルギーの限界

・ 再生可能電源には、水力、地熱、バイオのような安定電源と太陽光、風力のよう
な不安定電源がある。不安定電源は１００％～０％まで変動するので、その導入
には様々な問題が発生する。

・ 再生可能エネルギーの安定電源を最大限導入するとしてもその量は高々需要
電力の１５％程度しか賄えない。残りの８５％を再生可能エネルギーの不安定電
源と火力、原子力で賄うことになる（図７）が、不安定電源の設備利用率は低く、
発電量としては最大でも１５％程度だろう。

・ 合計して、約３０％しか賄えない。残りの７０％の発電量は火力、原子力に頼らざ
るを得ない。原子力の割合を減らすとその分火力に頼らざるを得ず、ＣＯ２発生
が増える。この点での制約がある。

・ さらに変動電源が増えると電力の安定供給が難しくなり、この点からも制約があ
る。

・ 再生可能エネルギーのみで電力供給可能との議論は全く現実味がない。

参考資料、エンルギー問題に発言する会ＨＰ（http://engy-sqr.com)「私の意見」
欄、「小宮山氏の主張の「エコ」は「エゴ」に通じる不都合な真実」（小野氏）

http://engy-sqr.com/


図７、電力需要の一日の変化と各電源の役割

火力発電

太陽光発電
（全日」快晴のケース）

原子力発電



電力長期計画の問題点
（２）ＣＯ２削減目標は達成できるか

・我が国のＣＯ２削減目標は、２０１
３年比で、２０３０年ー２８％、２０５０
年ー８０％ としている。
・２０３０年は原子力２０～２２％入れ
ることで何とか目標をクリヤーして
いるが、これさえ達成は非常に厳
しい。
・２０５０年の目標を達成するには
現状では原子力の大幅導入以外
に対応策はない。
・残された可能性としては、蓄電池を
大規模に導入して、不安定電源の
安定化を図ることだが、このため
のコスト増加が大きく、現実味はな
いとされている。



電力長期計画の問題点
（３）原子力の問題

・２０３０年に向けて電力の２０～２２％
を原子力で実現するには、３０基
以上が必用。
・原子力の稼働限界年数は現在の
規定では原則４０年、特別な対策を
実施したものは６０年とされている。
６０年認可はかなり難しい現状。
・不足分を補うには廃炉のリプレース、
新規建設等が必用だがこれはかな
りむずかしい。
・以上のことを考慮すると今後原子力
の利用はじり貧の状態になることが
予想される。こうなると我が国のエネ
ギーは化石燃料依存度が高くなり、
ＣＯ２目標達成困難、エネルギー自
給率の低下、エネルギーコストの増
大、エネルギーセキュリテイの低下
などの諸問題に直面する。



４、電力長期計画に関する提言

・電力長期計画は３年ごとに見直し。今年がその年。現在検討委員会で見直

し中。私たちは現在の計画に強い危機感を持っており、政策提言をまとめた。

・２０３０年計画はよく考えられており、評価するが、現状を見ると、再生可能エネ

ルギーの目標達成は困難。原子力についても早期に全機再稼働できないと

困難。

・２０５０年目標は現在計画されていないが早期に計画をまとめる必要がある。

・２０５０年では原子力の割合をさらに増加させる必要がある。

そのためには新増設を今回の改定に織り込む必要がある。

・このまま新増設がないと我が国の原子力の人材、設備、技術が失われる。

いざ必要となった時に中国から輸入という事態になる可能性が高い。

・再生可能エネルギーへの過大な期待は危険。国民意識の改革が必要。

・政治家は党利・党略、ポピュリズムに走るのではなく、我が国の将来を見つめ

たきちんとした対応をすべき。

将来を担う皆さんも自分の問題として真剣に考えることが必要

提言の詳細については、「エネルギ問題に発言する会」のＨＰ
（http://www.engy-sqr.com)の提言欄を参照。

http://www.engy-sqr.com/


５．原子力の問題点の真実
（１）福島事故を踏まえた安全対策

福島事故後、新たに規制委員会が設置され、政府とは独立した組織
として強い権限の下で、新たな安全強化対策が取られている。



この他にテロ対策、竜巻対策等に対処しており
安全性は格段に高まっている。



原子力の問題点の真実
（２）高レベル廃棄物処理処分問題
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・我が国には歴史的に安定した地層は広範囲に存在する。
・安定した地層の最大の懸念は、地下水の浸食による溶出。
深地層地下水は数ＣＭ/年しか動かず、酸素を殆ど含まず腐食性低い。
さらに多重バリアシステムで地下水による浸食の可能性を低減している。
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Shobunnchino選定ンプロセス

今後はどうするのか
世界で立地の具体化が実現したスエーデン、フィンランド、フランス等の成功例
に倣い、今までの地方自治他からの誘致申し出方式を改め、国が前面に立ち、候補地
を定め、国の責任で地元の理解を得る方式とすることを決定。全国の適地マップを作成。
現在各地で説明会を実施中。

何故今まで処分地が選定できていないのか

高知県東洋町の田嶋町長は文献調査に入る意向を示した。途端に反原発の方たちから
抗議の電話が町役場に殺到。通常業務不能事態に。町内には反原発グループが押しか
け住民を洗脳。町は２分化され、対立。町長リコール、出直し選挙で田嶋町長落選。



原子力の問題点の真実
（３）低レベル放射線問題

地球上の生物は太古の昔から現在よりはるかに強い放射線にさらされ
てきて、遺伝子は生命を守るため、特殊な能力を備えてきた。

・その一つが損傷され
たＤＮＡを修復する
能力である。
・二つ目は修復するこ
とが困難な程度に
損傷を受けたＤＮＡ
を死滅させるアポ
トーシス能力である。
・福島の放射線レベ
ルはこれらの能力
により、生体に影響
を与えない程度と評
価されている。





私たちの日常生活において様々な放射線を受けている。
・自然放射線による被曝量は日本の平均値は年間２．１ミリシーベルト。
・世界にはもっと高いところが多くあり、数１０～６００ミリシーベルト／年に
もなるが、放射線被害は報告されていない。
・福島事故により居住制限が実施されたが、これらの制限値は世界の自
然放射線レベルの範囲内である。

・帰還困難区域
年間積算線量が 50ｍＳＶ
を超え、5年間を経過して
も年間積算線量が20ｍＳｖ
を下回らないおそれのあ
る地域
・居住制限区域
２０～５０ｍＳｖ／年
・避難指示解除準備区域
２０ｍＳｖ／年以下となるこ
とが確認された区域


